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「三田学会雑誌」85巻3 号 （1992年10月）

「公共経済学の新展開」特集号について

1992年度慶應義塾経済学会コンファレンスは「公共経済学の新展開」と題して9 月18日午後から 

19日午後まで静岡県熱海市のシャトーテル赤根崎で行なわれた。全体は4 つのセッションに分けら 

れ，各セ v ションは 2 または3 の報告で構成された。各セッションとも，それぞれの報告に特定の， 

討論者を指定することなく，自由な質疑応答を含む形で運営された。報告論文数は10であり，参加 

者数は塾内から10名，塾外から17名の合計27名であった。最近の公共経済学が取り扱う問題の広さ 

を反映して，報告論文のテ一マは広範に亙った。

プログラムの概要は次の通りである。なお，コ ン フ ァ レ ン ス •プログラムの作成と運営には長名 

寛明と中村慎助の2 名が当たった。

く 第 1 セッション〉

9 月18 日 （金）13 ： 00〜15 ：10

座 長 川 又 邦 雄 （慶應義塾大学）

1. 報 告 者 蓼 沼 宏 ー （一橋大学）

「段階的交渉とゲームの解対応の整合性」

2. 報 告 者 大沼あゆみ（東京外国語大学）

「環境悪化，マキシミン規準，および成長」

く第 2 セッション〉

9 月 18 日 （金）15 ： 40— 17 ： 50

座 長 酒 井 泰 弘 （筑波大学）

1. 報 告 者 柳 川 範 之 （東京大学）

「資本所得課税と経済成長」

2. 報 告 者 大 山 道 広 （慶應義塾大学）

「販売競争と経済厚生」

< 第 3 セッション〉
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5  月19 日 （土） 9 : 00〜 12 ： 20

座 長 金 子 守 （筑波大学）

1 - 報 告 者 岡 崎 哲 郎 C慶應義塾大学）

「公共事業における自発的貢献」

2 . 報告者大瀬戸真次（筑波大学）

「公共財供給メカニズムの戦略的操作不可能性J

3 . 報告者西條辰義 • 中村英樹（筑波大学）

「自発的寄付メ力ニズム実験におけるス パ イ ト . デ ィ レンマ」

く 第 4 セツジョン〉

夕月19日 （土） 14 ： 00〜 17 : 20

座 長 大 山 道 広 （慶應義塾大学）

1 . 報 告 者 小 澤 太 郎 （法政大学）

「国内第一種長距離通信市場と供給最大化仮説」

2 . 報 告 者 中 神 康 博 （成蹊大学）

「宅地のレントに対する税の効果について」

3 . 報 告 者 瀬 古 美 喜 （日本大学）

r公的住宅ローンと民間住宅ローン」

以上のプログラムに基づくコンフ ァ レンスへの討論者としての参加者の氏名は以下の通りである •  

池田高信（拓殖大学)，石井安憲（横浜市立大学)，長名寛明（慶應義塾大学)，川島康男（明治学院大学;)* 

小西秀樹（成蹊大学)，酒井良清（横浜市立大学)，塩澤修平（慶應義塾大学)，大東一郎（慶應義塾大学)， 

畳谷整克（筑波大学)，津曲正俊（慶應義塾大学)，中野聡子（慶應義塾大学)，中村慎助（慶應義塾大学)， 

西島益幸（横浜市立大学)，吉岡忠昭（慶應義塾大学） [以上，五十音順，14名]

本特集には，このコンファレンスで報告された論文をすべて掲載することとした。以下で，それ 

らの内容を簡単に紹介する。紹介の順番は実際のプログラムの順番とは異なる。

公共財の供給とその費用負担をめぐる分析およびそれに関係するゲーム理論に関する研究は岡崎， 

大瀬戸，西條 • 中村，そして蓼沼による4 論文である。

まず，岡崎論文においては， 1 種類の公共財と1 種類の私的財が存在する 2 人の消費者から成る 

経済において，公共財の供給量と費用負担の割合を決定するための交渉規則を適切に定めることに 

よりパ レ ー ト最適な配分を部分ゲーム完全均衡として実現することができることが示される。

大瀬戸論文においては，公共財の費用負担ルールが外生的に与えられた場合に，固定費用の存在 

によって平均費用が通減するような公共財の量を値域に持つような公共財供給メ力ニズムで戦略的
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操作不可能性と自主的参加性を満足するものは存在しないこと，費用負担ルールが凸性を満足する 

ような公共財の量にメ力ニズムの値域が限定されるならばそのようなものが存在することが示され 

る。

西條 • 中村論文は，公共財供給のための資金を自発的寄付に頼る方法がいかなる帰結をもたらす 

かを検討する実験結果の報告である。自発的寄付を全くしないことが部分ゲーム完全均衡になる囚 

人のディレンマの場合A と初期保有を全額寄付することが支配戦略になる場合B を設定する時，実 

験結果は，A の場合にも寄付は行なわれ，したがって理論値より大きい値が観察されること，B の 

場合には寄付額は全額寄付という理論値より低いこと，さらに観察値と理論値の差はB の場合の方 

が大きいことを示している。著者は，被験者は利得自体よりむしろ被験者間のランキングに関心が 

あるというスパイトフルな行動と呼ぶもので，この最後の結果を説明している。

4 番目の寥沼論文は公共財供給とその費用負担に直接関わる研究ではなく，それらを分析するた 

めに使い得るゲーム理論，特に特性関数型あるいは提携型ゲームに関する研究報告である。ある集 

団における交渉の過程を経て到達される結果は，部分集団に持ち帰って交渉しても合意されるべき 

ものと考えることが自然である場合が多い。 1 つの交渉過程全体はその集団の構成員全員で行なわ 

れる交渉を表わすゲームと部分集団内で行なわれる交渉を表わす縮小ゲームの集合で表現される。 

想定される各ゲームに対して可能な結果の集合を割り当てる対応を解対応と呼ぶとき，上記の性質 

は解対応の整合性と呼ばれる。縮小ゲームを定義する方法は段階的交渉過程を定式化する仕方に応 

じて複数考えられるが，著者は2 つの方法に対してc o re対応を特徴付けるために整合性に加える 

べき性質を与え，そうすることによってc o r e として達成される結果が段階的交渉の結果と見るこ 

とができることを示している。論文の中には，考察されている縮小ゲームの定義を公共プロジヱク 

トの費用配分問題を扱うことに応用できることが例示されている。

第 2 のグループとして，競争が不完全な市場をめぐる問題に関する報告をまとめて，小澤，大山 

による2 論文を挙げることが許されるであろう。

小澤論文は，日本電信電話会社N T T と新規参入通信事業者N CCが代替的長距離通信サービス 

を供給するに当たって選択する行動を，電気通信事業法を考慮して，通常のクールノーあるいはべ 

ルトラン寡占モデルとは異なる供給最大化仮説で説明して，その特徴を導出している。具体的には， 

N CCの供給量を最大化するように N T T と N CCのサービス価格が定められるという仮説を導入 

して，N T Tの供給条件の悪化がN CCのサ一ビス料金の上昇を招くこと，需要構造の変化はNTT 

のサービスの供給量や料金に影響しないこと， 2 種類のサービス間の代替性の上昇はN CCのサー 

ビス供給量の減少を招くこと，などが示される。

大山論文は，利潤最大化を主要な目標とすることを欧米型企業の特色とみなし，利潤のみならず 

販売量の増加を重要な目標とすることを日本型企業の特色とみなす時に，この2 種類のタイプの企 

業が競争することから生ずる結果を分析することによって，国際貿易摩擦問題において日本企業の 

姿勢が持つ意味を理解するための理論的視点を提供しようとする。両タイプの企業が世界市場でク
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ールノ一的な競争を行なう場合，平均費用が一定あるいは通減するような技術を両タイプの企業が 

持つ時には，日本型企業の方が高い利潤を獲得し，また販売拡張意識の増大は日本の経済厚生の増 

加と欧米の経済厚生の減少をもたらすが，平均費用が通増する場合には必ずしもこのような結論は 

導かれないことが示される。さらに販売拡張の姿勢を戦略として用いて競争する可能性を考えると， 

販売拡張行動は利潤最大化仮説と必ずしも矛盾しないことも示される。

第 3 のグループとして，土地および住宅問題に関する研究をまとめて，瀬古，中神による2 論文 

を紹介しよう。

瀬古論文は，各家計が住宅を取得するための資金を調達する方法に影響する要因を住宅関係の個 

票を用いて調查分析した論文である。資金調達の方法は自己資金，公的ローン，民間ローンの3 種 

類に分類され，方法の選択に影響する要因としては年齢，所得，住宅の面積や所在地域，購入者が 

個人業主であるか否か等が考慮される。所得の高い家計や東京大都市圏の住宅を購入する家計は民 

間口 —ンのみを利用する，狭い住宅を購入する家計や高年齢層の家計は公的ロー ンのみを利用する，, 

若年齢層の家計は公的ロ一ンと民間ロ一ンを併用する，個人業主は公的ロー ンをあまり利用しない， 

という傾向があることが観察されることが報告されている。

中神論文は，生産要素としての土地ではなく消費財または資産としての宅地の地代に対する課税 

が生む経済効果を理論的に分析した論文である。遺産動機がない場合には，地代に対する課税は定 

常状態における宅地の価格を上昇させる可能性があり，税収が一括再分配されれば定常状態におけ 

る効用水準を増加させるが，一括再分配されなければその必然性がないことが示される。他方，遺 

産動機がある場合には，地代に対する課税は定常状態における宅地の価格を下落させ，税収が一括 

再分配されれば人口増加率が正か負かに応じて定常状態における効用水準を増加ないし減少させる 

が，一括再分配されなければ利子率が人口増加率より低いか高いかに応じて定常状態における効用 

水準を増加ないし減少させることが示される。

最後に，第 4 のグループとして成長理論に関わる問題を研究した柳川，大沼による2 論文を紹介 

しよう。

柳川論文においては，国民所得の一定割合を支出する政府がその財源を資本所得課税あるいは労 

働所得課税によって調達することができる場合，資本所得課税率の上昇が経済成長率を高めること 

が，異時点間の消費の代替の弾力性が一定で1 以下であるような選好を持つ消費者から成る重複世 

代モデルを用いて証明される。さらに，政府支出の財源として国債発行も利用できる場合，資本所 

得課税率の上昇によって歳入の余剰分を労働所得税の減税に当てるより国債発行の減少に当てる方 

が経済成長率を高めるという観点からは望ましいことが示される。

大沼論文においては，生産には投入されないが厚生に影響し，生存に不可欠な資源としての環境 

資源の存在を考慮して経済成長モデルを構築して各世代の厚生をマ キ シ ミン規準で評価する時，最 

適経路では各世代の効用が同一になること，初期の資本ストックと環境悪化水準が低い（高い）な 

らば経済成長（生産水準の低下を伴う環境改善）が行なわれるべきことが示される。
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以上の簡単な紹介からも伺い知られるように，公共経済学が取り扱う問題の範囲は広く，われわ

れをとりまく現在の経済のさまざまな重要な問題と深く関係している。このコンファレンスにおけ 

る報告と討論から得られた成果が参加者の今後の研究の進展を促進することを期待したいと思う。 

最後に，このコンファレンスに貴重な時間と労力を割いて参加して下さり，座長として，報告者と 

して，また討論者として貢献された慶應義塾経済学会の会員以外の参加者の貴い協力に対して深い 

感謝の意を表わさせて頂きたい。

長 名 寛 明
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